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別紙２ 

論文審査の結果の要旨 

 

論文提出者氏名 田中世紀 

 

 田中世紀氏から提出された学位請求論文「 Liberal Dictators and the Politics of 

Democratization」（邦題：資源と民主化の政治学）は、全七章からなり、全体で276頁である。

本論文は、「独裁者には自由で公正な選挙の実施には選挙での敗北、失脚というリスクが常

に伴うにもかかわらず、独裁者はそのような自由で公正な選挙を実施する場合がある。な

ぜある独裁政権と見なされる国の為政者は競争選挙を実施し、他の独裁者は不正選挙を実

施するのだろうか」という問いを設定し、「政治的保証」が存在すれば独裁者は競争選挙を

実施する誘因を持つという仮説を立て、これを二つの事例分析及び計量分析の三段階の手

続きを経て実証的に分析したものである。 

 第一章では、19世紀型の民主化と20世紀型の民主化を俯瞰、比較し、今日の独裁政権下

の為政者はかつての君主や独裁者とは異なる制約条件を有しており、今日の民主化はかつ

ての民主化と異なることを指摘する。本論文の意義を主張するため、「民主化の波」論、「中

途半端な民主主義」論、「経済発展」論の先行研究が主に取り上げられている。そして、近

年有力な仮説として登場してきた「資源の呪い」論と本論文の関係を整理することで、 本

論文が資源（天然資源と援助）というマクロな変数に、既存研究が考慮してこなかった「政

治的保証」というミクロな視点を接合し、競争選挙の条件をより柔軟に分析できる優位性

を提示する。 

 第二章では、理論枠組みが提示され、独裁者の利得に焦点をあてることで本論文の具体

的な仮説を導出している。その特徴は、政権交代を伴わない体制移行がありうると考える

ことにより、同一の独裁者の民主化前と民主化後の利得計算を可能にしている点に見いだ

される。この操作により、資源と民主化の線形モデルからの脱却が図られており、中程度

に資源を有する国の独裁者は、権威主義体制を安定して維持できるだけの資源こそ有して

いないが、その資源を競争選挙での勝利を目指して動員することが可能であり、不正選挙

を続けることで市民の不満を高めるよりも競争選挙を実施する方が政権の維持がより容易

になると仮説が提示される。言い換えれば、中程度に資源を有する国の独裁者が最も民主

化後の「政治的保証」が得られやすいため、民主化前の利得との便益計算により、民主化

が生じやすいと想定されている。「資源の呪い」論とは異なり、民主化にもある程度の資源

の豊かさが必要との「資源と民主化の逆 U 字仮説」が提起される。 

 第三章から第五章は、導出された仮説の検証が行われる。第三章では、「資源の呪い」論

との対比を明確にするため、資源量とその他の統制変数を基に、資源が豊かな国としてス

ーダン、貧しい国としてジンバブエ、比較的豊かな国としてガーナのアフリカ 3 カ国が取

り上げられる。ここでは、本仮説が他の対抗仮説と比較して当該 3 カ国の民主化経路を説

明するための有効な説明力を有しているのかが検証され、民主化経路の説明には最も適し

ていることが示される。第四章では、本仮説の想定する因果関係が現実に存在するかどう

かを判断するためによりミクロな過程追跡分析を行っている。3カ国が辿った民主化経路を

時系列的に記述分析している。 
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 第五章では、第三章と第四章で 3 カ国において検証した結論がどの程度一般性を有する

のかに関して計量分析を用いて検証している。同章の特徴は、独自のデータセットを用い

ていること、また分析単位を国・年ではなく、独裁者・年にしている点にある。分析期間

は、1960年から 2004 年となっている。分析モデルにはコックス比例ハザードモデルと時系

列ロジットモデルを用いているが、内生性の問題が生じており、仮説化された因果関係の

特定が困難となっている。そのため、 操作変数法を用いて分析の頑健性を確かめている。

分析の結果として、いずれのモデルでも「資源と民主化の逆 U 字」の存在が確かめられる

結果が得られている。 

 第六章では、競争選挙の実施が果たして独裁者に「政治的保証」を提供しているのかを

という本論文の前提を検証するために、競争選挙後、独裁者はどのような政治生命を辿る

のかについて追跡調査を行っている。分析には記述統計の他、民主化を疑似トリートメン

トと捉えて傾向スコアマッチングが用いられている。マッチングを用いることで、民主化

の定着論が陥りやすい内生性の問題がクリアされている。分析の結果、総じて競争選挙の

実施は、独裁者が政権を安定的に維持すること（political longevity）を可能にする傾向が

みられることが提示される。 

 第七章では、本論文の分析射程を再確認するとともに、本論文の総括を行っている。具

体的には、中東、北アフリカでの民主化の動きを受けて、市民を分析モデルに加えた場合

の反実仮想を本論文のモデルを基にシミュレーションを行い、市民が民主化に与えうる役

割を検討している。最後に「資源の呪い」論が指摘する資源と内戦の可能性についても議

論し、他の研究領域との接合を試みている。 

 このような内容を持つ本論文は、以下の点で極めて高い評価ができる。第一に、とりわ

け計量分析においては周到なモデルを構築して検証しており、十分な分析の頑健性が担保

されていると判断できる点である。第二に、マクロな資源とミクロな政治的保証という二

つの変数を結びつけ、独裁者の制約条件を整理することで、現代の民主化の条件について

より体系的な理解を供することに成功している点である。そして、それは同時に「資源の

呪い」論の部分的修正を迫る成果を生んでいる点で、重要な学術的貢献がなされていると

いえる。 

 しかし、審査委員会では今後修正を要する課題も示された。第一に、「資源」を扱う際に、

第五章における計量分析において石油以外の鉱物資源を加え分析し、さらに本稿の主張を

補強する必要性、さらには中程度の資源をどのように設定するかという問題である。第二

に、「民主化」や「独裁者」といった本論文における基本的な概念の定義が、本論文の主張

との兼ね合いでは必ずしも明確ではない、という点である。特に競争的選挙の実施と民主

化の関係に関しては、独裁者の「政治的保証」の問題と体制転換の両面を含みえるもので、

読み手にはわかりにくいという指摘がなされた。 

 しかし、このような指摘は、学界に対して大きな貢献となる本論文の学術的価値を損

なうものではない。したがって、本審査委員会は博士（学術）の学位を授与するにふさ

わしいものと認定する。 

 


